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三協実業株式会社の株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 当社は平成 28 年 1 月 25 日開催の臨時取締役会において三協実業株式会社の株式を取得し、子会社化するこ

とを決議致しましたので、下記のとおりお知らせ致します。 

 

 

 

記 

 

 

1. 株式取得の理由 

 当社グループは大正 7 年（1918 年）の日本カーリット株式会社創業以来、爆薬、信号用火工品、受託評価試験、

工業薬品、農薬、電極・電解装置、電子材料、機能性材料など、様々な分野へ進出してまいりました。 また、当社

グループでは、ボトリング、シリコンウエーハおよび研削材、金属加工事業など、技術力を礎に事業活動を展開して

おります。 

 この度、三協実業株式会社（東京都港区）の発行済株式を全株取得し、子会社化することで、新たに合成樹脂製

品分野で事業展開を図ることと致しました。 

 これにより、中期経営計画「礎１００」に掲げている収益基盤の強化を推し進め、当社グループの総合力向上、およ

びサービス体制の一層の拡充を図り、より広範な総合化学メーカーを目指し、企業価値を高めてまいります。 

 

 

2. 子会社となる会社の概要 

 (1)  商号  三協実業株式会社 

 (2)  代表者  代表取締役社長 岡田 誠一 

 (3)  本店所在地  東京都港区元赤坂一丁目 2番 5号 

 (4)  設立年月日   昭和 58年 7月 1日 

 (5)  主な事業内容 合成樹脂原材料の販売    

 (6)  事業年度の末日 6月 30日 

 (7)  従業員数  3名 

 (8)  主な事業所  東京都港区 

 (9)  資本金  30,000,000 円 

 (10) 発行済株式総数 600株 

 (11) 株主  個人株主 1名 

 (12) 当社との関係 当社との間に資本関係、人的関係、取引関係等で特筆すべき事項はありません。 

   また、当社の関連当事者には該当しません。 

 



3. 当該会社の最近 3年間の経営成績および財政状態 

        (単位：百万円) 

 平成 25年 

6月期 

平成 26年 

6月期 

平成 27年 

6月期 

総資産 1,350 1,426 1,314 

純資産 102 121 136 

売上高 5,250 6,508 4,979 

営業利益 53 51 29 

経常利益 31 28 20 

当期純利益 13 19 14 

 

4. 株式取得の相手先の概要 

 個人株主 1名であり、当社との間に資本関係、人的関係、取引関係等で特筆すべき事項はありません。 

 

5. 取得株式数および取得後の所有株式の状況 

 (1) 異動前の所有株式数   0株 

   (議決権の数   0個) 

   (所有割合   0％) 

 (2) 取得株式数  600株 

(議決権の数 600個) 

(所有割合 100％) 

(取得価額 348百万円) 

 (3) 異動後の所有株式数 600株 

   (議決権の数 600個) 

   (所有割合 100％) 

 

※株式価値の算定に際しましては、第三者機関より株式価値算定書を入手し、これに基づく価額となっており、公

正妥当な価額と判断しております。 

 

6. 今後の予定 

平成 28年 1月 25日       株式譲渡契約締結 

平成 28年 2月 2日       株式譲受 

 

7. 役員人事（役員は平成 28年 2月 2日開催の三協実業株式会社の臨時株主総会および取締役会において決定

される予定です。） 

 代表取締役        中山  明  （カーリットホールディングスグループより就任予定） 

 取締役社長        岡田  誠一  （現 三協実業㈱代表取締役社長） 

 取締役           小西  正恭  （カーリットホールディングスグループより就任予定） 

 監査役           六本木 英次  （カーリットホールディングスグループより就任予定） 
   

8. 今期の見通し 

 本件における当社の平成 28年 3月期の連結業績に与える影響は、現段階では軽微であると見込んでおります。 

 

 

以 上 


